
（仮称）葛飾区水と緑の基本方針・実施プラン策定庁内検討会設置要領 

 

令和６年８月８日 

６葛都都第 456 号 

都市整備部長決裁 

 

（設置） 

第１条 （仮称）葛飾区水と緑の基本方針・実施プラン策定委員会設置要綱（令和６年８月７日付け６

葛都都第 435 号区長決裁。以下「要綱」という。）第７条の規定に基づき、（仮称） 飾区水と緑の基

本方針・実施プラン策定庁内検討会（以下「庁内検討会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 庁内検討会は、要綱第２条に掲げる事項、（仮称）葛飾区水と緑の基本方針・実施プラン策定

委員会が必要と認める事項の調整及び検討を行うものとする。 

 

（構成） 

第３条 庁内検討会は、別表（第３条関係）に掲げる職にある者をもって構成する。 
 
（会長及び副会長等） 
第４条 庁内検討会に、会長及び副会長を各１名置く。 
２ 会長は、都市整備部長の職にある者をもって充てる。 
３ 会長は、庁内検討会を代表し、会議を総括する。 
４ 副会長は、都市施設担当部長の職にある者をもって充てる。 
５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 
（招集） 
第５条 庁内検討会は、会長が招集する。 
２ 庁内検討会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 
３ 会長が必要と認めるときは、委員以外の者に対して、委員会への出席を求め、必要な資料を提出さ

せ、意見を聴き、又は説明を求めることができる。 
 
（庶務） 
第６条 庁内検討会の庶務は、都市整備部都市計画課において処理する。 
 
（委任） 
第７条 この要領に定めるもののほか、庁内検討会の運営について必要な事項は、会長が別に定める。 
 
  付 則  
（施行期日） 
１ この要領は、令和６年８月８日から施行する。 
（有効期限） 
２ この要領は、（仮称）葛飾区水と緑の基本方針・実施プランが策定された日限り、その効力を失う。 
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別表（第 3 条関係） 
 

（仮称） 飾区水と緑の基本方針・実施プラン策定庁内検討会委員名簿 
職名 所属 役職 
会長 都市整備部 都市整備部長 

副会長 〃 都市施設担当部長 
委員 政策経営部 政策企画課長 
委員 施設部 施設管理課長 
委員 地域振興部 危機管理課長 
委員 産業観光部 産業経済課長 
委員 環境部 環境課長 
委員 〃 緑と花のまち推進担当課長 
委員 都市整備部 調整課長 
委員 〃 かわまちづくり担当課長 
委員 〃 道路管理課長 
委員 〃 道路補修課長 
委員 〃 公園課長 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

葛飾区の水と緑に関する概況データ 
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１ 上位・関連計画  

（１）国の動向  

①グリーンインフラに関する動向 
＜グリーンインフラ推進戦略 2023（令和５年９月）＞ 
・グリーンインフラの概念が定着し、本格的な実装フェーズへ移行するとともに、ネ

イチャーポジティブやカーボンニュートラル・GX 等の世界的潮流等を踏まえ、前戦
略（R 元年 7 月）を全面改訂し、新たな「グリーンインフラ推進戦略 2023」を策定。 

・新たにグリーンインフラの目指す姿や取組に当たっての視点を示すとともに、官と
⺠が両輪となって、あらゆる分野・場面でグリーンインフラを普及・ビルトインす
ることを目指し、国土交通省の取組を総合的・体系的に位置づけ。 

 

グリーンインフラ推進戦略 2023 の概要 
出典：国土交通省資料 
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＜グリーンインフラ実践ガイド（令和５年 10 月）＞ 
・国土交通省では、地域におけるグリーンインフラの実装を促進することを目的に、

行政計画へのグリーンインフラの位置づけや、官⺠連携・分野横断による事業の実
施手法等のプロセスを豊富な事例とともに分かりやすく示した「グリーンインフラ
実践ガイド」を令和５（2023）年 10 月に公表。 

・本ガイドでは、グリーンインフラの実践を目指す地方公共団体をはじめとした多様
な地域主体に向け、グリーンインフラの基本的な考え方や主な取組、まちづくり・
公園・道路・河川・港湾・海岸などの様々な場面における実践のポイントから、グリ
ーンインフラの取組が様々な社会課題の解決につながることや、具体的な取組・手
法について解説。 

 

 
都市部におけるグリーンインフラの取組・手法 

出典：国土交通省 グリーンインフラ実践ガイド 
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＜緑の基本計画×グリーンインフラガイドライン（案）（令和 6 年 6 月）＞ 
・国内外の事例・研究の収集等を踏まえ、市区町村がグリーンインフラの実装を戦略

的に推進する観点から、緑の基本計画の策定・改定を行う際に参考となる考え方や
根拠等を整理。 

・緑の基本計画にグリーンインフラの考え方をどのように取り入れればよいか、想定
される主な地域課題（雨水流出抑制・浸水軽減、暑熱対策、生物多様性確保、ゼロカ
ーボン、健康増進、にぎわい創出）について、検討イメージと参考例を提示。 

 
緑の基本計画×グリーンインフラガイドライン（案）における 

グリーンインフラの考え方 

『地域課題の解決に向け、以下の点を踏まえた戦略的計画に基づき、 
多様な機能が発揮される緑』 

○緑の機能が地域課題の解決にどの程度寄与しうるかを把握した上で、地域のニ
ーズに応じて緑の機能をどこにどの程度導入するべきかの空間分布を検討する
とともに、効果の把握や施策へのフィードバックを行う 

○地域の実情に応じ、広域的な観点を踏まえ、都市・地域全体や流域全体を検討対
象として捉える 

○他分野の専⾨性を活かした連携、企業や市⺠の活⼒による保全・整備・創出・維
持管理・利活用の可能性を検討する 

 
出典：国土交通省 緑の基本計画×グリーンインフラガイドライン（案） 
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②都市公園を中心とする緑とオープンスペースに関する施策 
＜平成 29（2017）年の都市緑地法、都市公園法の改正の概要＞ 
・平成 26 年に設置された「新たな時代の都市マネジメントに対応した都市公園等のあ

り方検討会」において、これからのまちづくりに対応した都市公園政策のあり方に
について、「①ストック効果をより⾼める」「②⺠との連携を加速する」「③都市公
園を一層柔軟に使いこなす」の３つが重視すべき観点としてとりまとめられたこと
を踏まえ、平成 29 年の都市公園法改正により公募設置管理制度(Park-PFI)や協議会
制度等、都市公園に関する新たな制度を創設。 

 
 主な改正点 

都
市
緑
地
法 

・⺠間による市⺠緑地の整備を促す市⺠緑地認定制度の創設 
・緑の担い手として⺠間主体を指定する制度の拡充（緑地保全・緑化推進法

人（みどり法人）制度） 
・市区町村が策定する緑の基本計画（緑のマスタープラン）の記載事項の 

拡充（都市公園の管理の方針、農地を緑地として政策に組み込み） 等 

都
市
公
園
法 

・公募設置管理制度（Park-PFI)の創設 
・ＰＦＩ事業の設置管理許可期間の延伸 
・占用物件への保育所等の追加 
・公園の活性化に関する協議会の設置 
・都市公園の維持修繕基準の法令化（公園施設全般にかかる措置、遊具の点 

検頻度）                           等 
出典：国土交通省 都市緑地法改正のポイント、都市公園法改正のポイント を基に作成 

 
＜「都市公園の柔軟な管理運営のあり方に関する検討会」提言（令和４年 10 月）＞ 
・平成 29 年の都市公園法改正から 4 年が経過し、多様な主体の連携により都市公園の

ハード面の充実を図る制度の活用は一定程度進み、先進的・効果的な事例もある一
方で、より柔軟に都市公園を使いこなすための公園の管理運営に関しては、依然と
して課題があること、社会経済状況の変化を踏まえた公園の新たな役割への対応も
求められていることから、都市公園の柔軟な管理運営のあり方に焦点を当て、取組
の方向性のとりまとめを実施。 

 施策の方向性 

重
点
戦
略 

【１】新たな価値創出や社会課題
解決に向けたまちづくりの
「場」とする 

[1]グリーンインフラとしての保全・利活用 
[2]居心地が良く、誰もが安全・安心で、快

適に過ごせる空間づくり 
【２】しなやかに使いこなす 

「仕組み」をととのえる 
[3]利用ルールの弾⼒化 
[4]社会実験の場としての利活用 

【３】管理運営の「担い手」を広げ・
つなぎ・育てる 

[5]担い手の拡大と共創 
[6]自主性・自律性の向上 

横断的方策としての「公園 DX」 [7]デジタル技術とデータの利活用 
出典：都市公園の柔軟な管理運営のあり方に関する検討会提言（概要） を基に作成 
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③河川に関連する施策の動向 
＜河川空間のオープン化（利活用の推進）とかわまちづくり＞ 

・平成 23（2011）年に河川空間の利用に係る規則（河川敷地占用許可準則）が緩和
され、河川敷地において、地域の合意を得たうえで、⺠間事業者による営利活動
等の利用が可能となり、ミズベリングや水辺で乾杯等の活動をきっかけに全国に
取組が拡大。 

・こうした動きを受け、国は、河川空間とまちの空間の融合が図られた、良好な空
間形成を目指す取組である「かわまちづくり」の計画作成に⺠間事業者等が参画
できるよう、支援制度を平成 28（2016）年度に改定。 

＜流域治水の取組＞ 
・流域治水は、気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、堤防の

整備、ダムの建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が
河川に流入する地域）から氾濫域（河川等の氾濫により浸水が想定される地域）
にわたる流域に関わるあらゆる関係者が協働して水災害対策を行う考え方。 

・過去の降雨、潮位などに基づいて作成してきた治水計画を「気候変動による降雨
量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域
も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、
減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、③被害の軽減、早期復旧・復興
のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進めるもの。 

・都市部の緑地を保全し、貯留浸透機能を有するグリーンインフラとして活用する
ことも流域治水の取組の一つであり、令和３年には特定都市河川浸水被害対策法
等の一部を改正する法律により、特別緑地保全地区の指定対象となる緑地として
雨水貯留浸透能力の⾼い緑地を追加。  

④都市農地に関連する施策の動向 
・平成 27（2015）年４月に都市農業振興基本法が制定されたことを受け、平成 28（2016）

年５月に都市農業振興基本計画を閣議決定し、都市農地を「宅地化すべきもの」か
ら、都市に「あるべきもの」へ、位置づけを大きく転換。 

・平成 29（2017）年５月には生産緑地法、都市計画法等が改正され、都市農地の保全
のための様々な制度措置を実施。 
  生産緑地地区の面積要件の引き下げ（下限面積を地域の実情に応じて、条例

により 300 ㎡から 500 ㎡未満の範囲で設定可能）［生産緑地法］ 
  直売所、農家レストラン等に係る生産緑地地区内における行為制限の緩和［同上］ 
  生産緑地地区の都市計画決定後 30 年経過するものについて、買取り申出可能

時期を 10 年延⻑できる特定生産緑地制度を創設［同上］ 
  田園住居地域の創設［都市計画法・建築基準法］ 

・都市農地を対象とし、農地法の法定更新制度を適用除外とする新たな貸借制度であ
る「都市農地の貸借の円滑化に関する法律」が平成 30（2018）年に成立、施行され、
生産緑地の貸借を行いやすいよう制度を整備。 



6 

⑤生物多様性に関連する施策の動向 
＜第六次戦略「生物多様性国家戦略 2023-2030」（令和５年３月）＞ 
・生物多様性条約及び生物多様性基本法に基づく、生物多様性の保全と持続可能な利

用に関する国の基本的な計画。 
・新たな世界目標である「昆明・モントリを図る生物多様性枠組」の達成に向けて必

要な事項、世界と日本のつながりの中での課題、国内での課題を踏まえ、日本にお
いて取り組むべき事項を示すもの。 

・「2030 年のネイチャーポジティブ（自然再興）」の実現を目指し、地球の持続可能
性の土台であり人間の安全保障の根幹である生物多様性･自然資本を守り活用する
ための戦略として、次の政策の重要性を強調。 

<新たな国家戦略のポイント> 
・生物多様性損失と気候危機の「２つの危機」への統合的対応、新型コロナウイル

ス感染症のパンデミックという危機を踏まえた社会の根本的な変革 
・「30by30 目標」の達成に向けた取組により、健全な生態系を確保し、自然の恵み

を維持回復 
・自然や生態系への配慮や評価が組み込まれ、ネイチャーポジティブ（自然再興）

の駆動力となる取組など、自然資本を守り活かす社会経済活動の推進 
出典：環境省 昆明・モントリオール生物多様性枠組─ ネイチャーポジティブの未来に向けた 

2030 年世界目標 ─ 
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（２）東京都の動向  

①都市づくりのグランドデザイン（平成 29 年９月） 

・平成 28（2016）年 9 月に東京都都市計画審議会から出された答申「2040 年代の東
京の都市像その実現に向けた道筋について」を踏まえ、2040 年代の目指すべき東京
の都市の姿とその実現に向けた、都市づくりの基本的な方針と具体的な方策を示す
ものとして策定。 
 
＜緑・水辺に関連する都市の将来イメージ「戦略 06 関連 四季折々の美しい緑と

水を編み込んだ都市の構築」に関する政策方針＞ 
「東京の緑を、総量としてこれ以上減らさない。これを大きな原則として、
今ある貴重な緑を守り、あらゆる場所に新たな緑を創出する」 
 

＜葛飾区が含まれる新都市生活創造域、中枢広域拠点域の将来像＞ 
【中枢広域拠点域の将来像】 

新 小 岩：駅前広場や自由通路の整備、安全で快適な歩行者空間の形成、交通結節
機能の強化、商業を中心とした機能の集積が進み、利便性の⾼い拠点が
形成されています。 

立   石：道路と鉄道との立体化や駅前広場の整備と併せ、土地の有効利用により、
商業、文化、行政などの施設が集積し、地域の魅力を生かしたにぎわい
や交流の生まれる拠点が形成されています。 

綾瀬・⻲有：駅周辺では、土地の有効利用により機能更新が進み、商業、文化、居住
などの機能が集積した、活力と潤いのある拠点が形成されています。ま
た、文化やアニメなどの地域資源を生かした地域主体の取組が行われ、
にぎわいや交流が創出されています。 

【新都市生活創造域の将来像】 
金町・新宿：土地利用の転換や道路整備により、商業等の生活利便施設や教育施設な

どの集積、歩行者ネットワークの充実が進むとともに、大学との連携に
より活性化され、交流の生まれる拠点が形成されています。 

柴   又：柴又帝釈天や歴史的建造物を中心とした親しみある景観の保全が図ら
れ、歴史的な街並みの魅力を生かしたまちなかの回遊性が向上し、にぎ
わいと活力に満ちたまちが形成されています。 

⾼   砂：道路等の都市基盤の整備や都営住宅の建替えなどを契機に、駅前広場の整
備や土地の⾼度利用が進み、商業や居住を中心とした機能が集積し、回遊
性と利便性の⾼い複合市街地が形成されています。 

 
出典：都市づくりのグランドデザイン 
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4 つの地域区分と 2 つのゾーン構造 

出典：都市づくりのグランドデザイン 
 
 

②東京都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（令和３年３月 東京都） 
・都市計画法第６条の２に基づき、都道府県が広域的見地から都市計画の基本的な方

針を示すものとして策定。 
 

＜目指すべき将来像＞ 
・広域的には､概成する環状メガロポリス構造を更に進化させ｢交流･連携･挑戦の都市

構造｣を実現 
 ⇒ 人･モノ･情報の自由自在な移動と交流を確保し､イノベーションの源泉となる｢挑

戦の場｣を創出 
・身近な地域では､おおむね環状７号線外側の地域において､集約型の地域構造へ再編 
 ⇒ 地域特性に応じた拠点(中核的な拠点､活力とにぎわいの拠点､枢要な地域の拠点､

地域の拠点､生活の中心地)を育成 
・拠点ネットワークの強化とみどりの充実 
 ⇒ 拠点の位置付けを再編するとともに、地域の個性やポテンシャルを最大限に発揮

し、各地域が競い合いながら新たな価値を創造していくなど、地域の特性に応じ
た拠点等の育成を適切に進めていく 

 ⇒ 厚みとつながりのあるみどりの充実とともに､都内全域でみどりの量的な底上げ
と質の向上を推進 

出典：東京都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 
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③東京が新たに進めるみどりの取組（令和元年５月 東京都） 
・「都市づくりのグランドデザイン」（平成 29 年 9 月）で示す都市像の実現に向け、

今ある貴重な緑を守るとともにあらゆる場所に新たな緑を創出していくため、都の
関係局による検討を経て、東京が進めるみどりの取組をまとめたもの。 

 
＜東京が目指すみどりの目標 −2040 年代−＞ 

「都市づくりのグランドデザイン（平成 29 年９月）」で掲げた「東京の緑を、
総量としてこれ以上減らさない」ことを目標とする 

＜４つの方針のうち、葛飾区に関連する事項＞ 
・方針Ⅰ「拠点・骨格となるみどりを形成する」 

取り組むべき主要施策として環七周辺から環八周辺の緑のネットワークの充実
を掲げており、周辺区部９区（大田、世田谷、中野、杉並、板橋、練馬、足立、
葛飾及び江⼾川）における土地区画整理事業を施行すべき区域においては、地
域の特性に応じて、緑化率を定める地区計画などを活用し、良好な市街地の形
成を誘導していくことを提示。 

・方針Ⅱ「将来にわたり農地を引き継ぐ」 
都市農地が生産の場であることに加え、防災や環境面でも重要な役割を持つという視点
から、農地を保全するために農的空間を都市の中の魅力のある貴重な資源として活用し
ていくことが示されており、生産緑地地区の指定と保全、市⺠農園への活用、営農支援、
防災協力農地への活用等、まちづくりの中で”緑地としての農地”を緑の基本計画に位置
付けることを促進。 

 

 
 東京が新たに進めるみどりの取組の概要 

出典：東京が新たに進めるみどりの取組[概要] 
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④緑確保の総合的な方針（改定）(令和２年７月改定） (令和２年７月 東京都・特別区・市町村） 
・減少傾向にある⺠有地の緑の保全やあらゆる都市空間への緑化推進等を、計画的に

推進していくことを主な目的として、都と区市町村（島しょを除く。）が合同で策定
し、令和 11（2029）年度までの 10 年間に確保することが望ましい緑（確保地）を公表。 

＜葛飾区内について位置づけのある事項＞ 

既存の緑を守る方針 
確保地 生産緑地（193 か所・26.22ha【策定時】） 
確保候補地 該当なし 

緑のまちづくりへの取組 
まとまった緑が創出されるまちづ
くり事業 

市街地再開発事業・高度利用地区 
東金町一丁目（約 5000 ㎡） 

出典：緑確保の総合的な方針（改定） を基に作成 
 

⑤都市計画公園・緑地の整備方針（令和２年７月改定） (令和２年７月 東京都・特別区・市町） 
・「都市計画公園・緑地の整備方針」は、東京

都と区市町が都市計画公園・緑地の整備に
一体となって取り組むため、都と区市町が
合同で策定し、令和 11（2029）年度までの
10 年間に優先的に事業を進める予定の「重
点公園・緑地」を選定し「優先整備区域」を
提示。 

 

 
東京都都市計画公園・緑地の整備方針 

重点公園・緑地の位置 を基に作成 

⑥東京農業振興プラン（令和５年３月） 
・平成 29 年の前プラン策定以降の農業を取り巻く環境の変化、都市農業振興に関する

制度改正、都⺠の価値観の多様化と新たなニーズなどを踏まえ、将来を見据えた実
効性のある農地保全や農業経営への支援が必要となっていることから、都が目指す
農業振興の方向性と今後の施策展開を示すため策定。 

＜5 つの柱＞ 
１.担い手の確保・育成         ２.稼ぐ農業経営の展開 
３.農地の保全・活用          ４.持続可能な農業生産と地産地消の推進 
５.地域の特色を活かした農業の推進 

出典：東京農業振興プラン 

＜葛飾区内について位置づけのある事項＞ 
・重点化を図るべき公園・緑地 
  水元公園（東京都事業） 
  ⻘⼾六丁目公園（葛飾区事業） 
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⑦東京都生物多様性地域戦略（令和５年４月） 
・昆明・モントリオール生物多様性枠組や、生物多様性国家戦略 2023-2030 を踏まえ、

大都市東京ならではの2050 年の目指すべき姿を示し、将来像の実現に相応しい 2030
年目標、３つの基本戦略と行動目標、10 の行動方針を設定。 

 
＜基本理念＞ 

自然に対して畏敬の念を抱きながら、地球規模の持続可能性に配慮し、将来に
わたって生物多様性の恵みを受け続けることのできる、自然と共生する豊かな
社会を目指す 

＜2030 年目標＞ 
自然と共生する豊かな社会を目指し、あらゆる主体が連携して生物多様性の保
全と持続可能な利用を進めることにより、生物多様性を回復軌道に乗せる＝ネ
イチャーポジティブの実現 

＜３つの基本戦略＞ 
Ⅰ 生物多様性の保全と回復を進め、東京の豊かな自然を後世につなぐ 
Ⅱ 生物多様性の恵みを持続的に利用し、自然の機能を都⺠生活の向上にいかす 
Ⅲ 生物多様性の価値を認識し、都内だけでなく地球規模の課題にも対応した

行動にかえる 
出典：東京都生物多様性地域戦略 

 
表 東京都生物多様性地域戦略における行政の主な取組 

（公園・緑地や都市農地、河川等について行政が取り組む内容を抜粋） 
行動方針 行政の取組（抜粋） 

行動方針 1 
地域の生態系や多様な 
生きものの生息・生育

環境の保全 

・公園・緑地の整備、自然地の保全等によって、地域の生物多様性を保
全します。 

・公園・緑地、農地、河川、用水、街路樹、運河、崖線の緑などを整備・
保全することで、生きものの生息・生育環境のつながりを高めます。 

・隣接する自治体とのみどりのつながりを大切にして、生物多様性の
連続性を担保していきます。 

・「保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（OECM）」における
保全の取組を支援し、市街地における身近なみどりの保全・創出に貢
献します。 

・多様な主体の取組により、屋敷林、雑木林、農地など市街地における
みどりの保全を進めます。 

・都市公園や街路樹、公共施設・住宅市街地などにおける地域に応じた
在来種による緑化の推進や水辺空間の創出など、限られた空間を活
かして、生物多様性を高める工夫を進めます。  

・行政が実施する公共工事や施設改修等においては、法令の対象とな
らないものについても、生物多様性への影響の回避・低減に努めると
ともに、積極的に生態系に配慮した緑地や水辺の創出に努めます。  

・都市開発諸制度を活用し、開発区域のほか、開発区域外における生き
ものの生息・生育空間の保全に資する取組を誘導します。 
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行動方針 行政の取組（抜粋） 
行動方針 5 

東京産の自然の恵みの
利用（供給サービス） 

・生産緑地の保全や市⺠農園の整備などにより、市街地に残された農
地や農的空間を保全・活用します。 

行動方針 6 
防災・減災等に 

つながる 
自然の機能の活用 
（調整サービス） 

・公園・緑地や農地など多面的機能を有する自然環境を適切に保全・管
理するとともに、レインガーデンの整備や建築物等の敷地において
雨水浸透の取組を進めることで、都内の雨水浸透・雨水貯留機能の向
上やヒートアイランド現象の緩和・暑さ対策を図ります。 

・下水道や河川に流出する雨水を抑制するための助成等により、流域
全体における雨水浸透や雨水貯留の取組を促進します。 

行動方針 7 
快適で楽しい生活に 
つながる自然の活用 
（文化的サービス） 

・東京に住み働く人々に潤いと安らぎを与えるとともに、自然に親し
む多様なにぎわい等の場となる公園・緑地、市⺠農園等を整備・管理
することにより、日常の中に身近に自然を感じることができ、健康
面・教育面にも寄与する快適で質の高い生活環境を創出します。 

・農地や屋敷林がまとまって残る農のある風景や歴史遺産と一体とな
った自然を保全し、OECM の登録を促進します。 

・文化財として指定されている天然記念物などを適切に保護・管理し
ていくとともに、地域の自然と結びついた歴史・文化を継承します。 

行動方針 8 
生物多様性の理解促進 

・都内で気軽に生きもの観察、自然体験活動、農業体験等ができる場所
やイベントに関する普及啓発を積極的に行います。 

行動方針 9 
生物多様性を支える 

人材育成 

・都内の様々な公園・緑地、水辺などの自然地や植物園・動物園など、
生物多様性について学ぶことのできる拠点施設において、環境学習
や自然体験活動を促進します。 

・緑のボランティアや自然ガイドなど、東京の自然を守り持続的に利
用する人材の育成を進めます。 
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⑧東京グリーンビズ（東京都の緑の取組）（令和６年２月） 
・人々の生活にゆとりと潤いを与える緑の価値を一層⾼め、都⺠とともに未来に継承

していくため、令和５年８月に東京都が始動した 100 年先を見据えた緑のプロジェ
クト。 

・これまでの取組に加え、東京の緑を「まもる」「育てる」「活かす」という３つの観
点で新たに強化する施策を盛り込んだ「東京都の緑の取組 Ver.２」を公表。 

 

 
 

 東京の緑を「まもる」「育てる」「活かす」取組 
出典：東京都の緑の取組 Ver.２（東京グリーンビズ） 
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（３）区の上位関連計画における関連施策  

➀葛飾区基本計画（令和３年８月） 
・葛飾区基本構想に掲げる将来像等を実現するための基礎となる総合計画として策定。 
・各施策を体系的に示し、区全体の目標や方向を具体化したものとして、実施計画や

分野別の個別事業計画の指針であるとともに、区⺠、事業者などの様々な主体と区
が協働して着実にこれからの葛飾区を築いていくために共有する指針となる。 

 
表 葛飾区基本計画の関連施策 

政策 施策とその方向性 

政策 14 
防災 
・ 

生活安全 

施策１ 防災街づくり 
〇不燃化の促進 

不燃化特区内の住環境の改善と防災性の向上を図るため、主要生活道路
や災害時に一時的に避難できる公園・小広場の整備、細街路の拡幅、不
燃化建築物への建替えなどを総合的に推進するとともに、区⺠の防災へ
の意識や防災まちづくりの機運を醸成していきます。 

政策 16 
公園・ 
水辺 

施策１ 公園整備 
〇公園の整備 

今後も、街づくり事業などと連携して、区⺠が気軽に歩いていける公園
や地域の防災活動拠点となる公園の整備を推進していきます。 

〇健全な公園の維持 
健全な公園利用を維持できるよう、必要な改修を計画的に進めるととも
に、緑の機能と効用を増進させながら、樹木の伐採や小型樹種への植替
えなどの対策を検討します。 

〇公園の管理運営 
地域の団体等が、公園の清掃や点検・監視・花壇の管理運営等を担えるよう、
PR や報奨金の増額等を含めた制度の見直しに取り組みます。 

施策２ 水辺整備 
〇水辺の積極的な活用 

治水や河川環境との調和に配慮しながら、人々が集い、憩える場として
水辺の積極的な活用を図るとともに、河川と一体となった公園を整備
し、区⺠が様々なレクリエーション活動を通じて水辺に親しめる環境づ
くりを進めます。 

〇公園施設の整備 
河川敷の公園を、人々が集い、憩える場として有効に活用するため、他の
地域からのアクセス改善や施設のバリアフリー化などの整備を進めます。 

〇公園施設の改修 
東京都と調整を図りながら、引き続き、中川親水テラスに照明を設置し
ていくとともに、中川左右岸緑道公園の計画的な改修を進めます。 

〇水元さくら堤の改修 
水元さくら堤では、老朽化した施設の改修を進め、散策や休憩、サイク
リング等の利用環境を改善します。 

〇水元小合溜の保全 
「河川環境改善計画」に基づき、水元小合溜の特定外来生物等の防除を行い、
本来の生態系への回復を図るとともに、良好な水環境を計画的に保全します。  
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政策 施策とその方向性 

政策 17 
環境 

施策２ 緑と花のまちづくり 
〇担い手の拡大 

花いっぱいのまちづくり活動の担い手の裾野を広げるために、団体への
活動支援に加え、個人や家庭への支援を拡充します。 

〇他の自治体と交流 
他の自治体と交流・連携することで、花いっぱいのまちづくりの更なる
活性化に取り組みます。 

〇緑化の推進 
身近な緑の保全や緑化計画の届出、緑化に対する支援を行い、緑や花を
身近に感じられるまちをつくります。 

施策３ 自然保護 
〇生物多様性の保全 

区⺠や団体等との協働により自然環境の調査や保護に取り組むとともに、
環境学習を充実させることで、区内の生物多様性を保全していきます。 

〇在来種の保護 
新たに侵入してくる外来種の調査・対応や特定外来生物の駆除などに取り
組むとともに、絶滅のおそれがある希少な在来種を保護していきます。 

政策 18 
産業 

施策３ 都市農地の保全 
〇都市農地の魅⼒発信 

都市農地の機能と魅⼒を発信し、地域一体となって農地保全の機運が高
まるよう、区⺠が農地とふれ合い、直接、農地を感じられる事業を進め
ます。また、区内外の関連機関と連携し、農地の所有者に対して農地保
全に有効な制度の活用促進を図ります。 

〇継続的な農地保全 
農地の所有者に向けて、都市部における農地の重要性と農地に対する期
待を伝えるとともに、農地の維持に当たっての課題を抽出し、その解決
に向けた支援に取り組みます。特に、生産緑地所有者に対しては、生産
緑地を貸借するための制度により、営農希望者と農地所有者のマッチン
グ等を進めるとともに、特定生産緑地制度の活用を積極的に後押しし、
継続的な農地保全につなげます。 

②葛飾区 SDGs 推進計画（令和５年３月） 
・葛飾区基本計画に基づき、SDGs（持続可能な開発目標）の達成に向けて本区が更に

推し進めるべき取組の方向性を示すとともに、区⺠・事業者等の多様な主体との連
携・協働を進めていくために共有する指針として策定。 

 
＜緑や水辺に関連する施策＞ 
【ＳＤＧｓかつしか未来プロジェクト：活き生き人生 100 年プロジェクト】 

・健康づくりの強化 
介護予防事業やスポーツ、地域活動、区⺠大学、公園の健康遊具、親水テラ
ス等、区内各所で行われている区⺠の健康に寄与する様々な活動と連携し、
区⺠が総合的に健康増進に取り組める環境を整備します。 

出典：葛飾区 SDGs 推進計画 
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③葛飾区都市計画マスタープラン（令和５年 12 月） 
・区政の上位計画である「葛飾区基本構想」や東京都が広域的な観点から定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）」の改定を踏まえ、まちづくりに関わる社会潮流や

区内各地域の街づくりの進展など、本区のまちづくりを取り巻く状況の変化に対応するため策定。 
 

表 葛飾区都市計画マスタープランの関連施策 

まちづくりの目標 （１）様々な自然災害に対応し、被災を繰り返さないまち 
（４）誰もが親しめる、河川や緑豊かな都市環境が広がるまち 

将来都市像 

みんなでつくる 
安全なまち  

〇震災だけでなく、水害にも対応した防災まちづくりが進むとともに、行政だけでなく、区⺠や事業者等の復興意識が高まり、来る
べき災害に備えて地域⼒が向上している。 

地域の特性を踏まえた 
公園整備と沿川まちづくり 

〇地域の特性や需要を踏まえ、平常時にも災害時にも対応する公園等の都市基盤が各所に整備されるとともに、沿川地域では、浸水
にも対応し、川と街が回遊性を有する親水空間が形成されている。 

緑豊かな街並み景観 〇拠点や幹線道路における骨格的な景観形成や、地域特性を生かした景観形成が進むとともに、街の中の様々な緑が保全され、緑豊
かな市街地が形成されている。 

 

分野別
方針 方針に基づく施策の概要 

防
災
ま
ち
づ
く
り
の
方
針 

①震災への対応 

a. 密集市街地の改善 
・市街地開発事業などにおける共同化や建替えによる建築物の不燃化、オープンスペースの創出や区画道路等の基盤整備 

b. 木造住宅密集地域の解消 
・密集住宅市街地整備促進事業により、防災生活道路や災害時に一時的に避難できる公園・小広場の整備、細街路の拡幅などを促進 

②水害への対応 

a. 親水性の高い浸水対応型市街地の形成 
・治水対策や公共施設等の整備及び建替え・更新、大規模な都市開発事業などにあわせた浸水対応型拠点高台等の整備 
・集合住宅や商業施設など⺠間施設の浸水対応型拠点建築物化、避難空間整備の誘導 
・⼾建て住宅の浸水を防ぐ取組や被害抑制、復旧しやすい建て方の工夫、被害を受けにくいライフスタイルの定着など、住宅浸水対応化を促進 
・河川空間の魅⼒を生かした公園等の公共施設の整備や住宅、カフェ・レストラン等の⺠間施設などを誘導し、沿川地域の交流拠点の整備を図るこ

とによる 
河川と市街地の一体的な空間形成の推進 

・沿川地域と河川の回遊性を高める歩行者・自転車ネットワークの形成 
・平常時の防災意識啓発活動や親水活動等のレクリエーション、生物の生息・生育環境の保全・創出活動を介した交流等の促進 

b. 都市型水害の緩和 
・公園などの公共施設における雨水貯留・浸透設備の設置 
・⺠間施設における雨水貯留・浸透設備の設置指導 

c. 河川堤防の強化促進 
・桜堤の堤防機能を保全 
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分野別
方針 方針に基づく施策の概要 

③防災拠点等の整備 

a. 地域の防災活動拠点の整備推進 
・防災活動拠点（公園）への、防災資器材倉庫や防⽕用貯水槽、防災井⼾、マンホールトイレ、かまど兼用ベンチ等の整備 

b. 災害に強い公共施設等の整備・充実 
・河川沿いでの公園整備における、消防水利としての河川有効活用のための工夫 

c. 避難場所・避難路等の確保 
・内陸部における避難場所等の確保にあたっては、土地を有効に活用できる立体都市公園制度の活用などを検討 
・農地等を災害時の一時的な避難場所とするなど、既存のオープンスペースを活用した多様な避難スペースの確保 
・避難場所までの安全な避難路等の確保や、避難場所や防災上の拠点となる施設間のネットワークの整備を進めるため、特定緊急輸送道路をはじめ

とする幹線道路等で沿道建築物の不燃化・耐震化とともに、無電柱化、延焼防止効果を高める街路樹の整備を促進。 

土
地
利
用
の
方
針 

①計画的な土地利用の
誘導 

a. 住環境保全型地域 
・集合住宅については、敷地内に緑・オープンスペースを確保し、周辺⼾建住宅と調和した街並みの形成を誘導 
・風致地区制度や特定生産緑地制度など、緑を保全する制度の周知・活用により、宅地内の緑や農地を保全 
・農地は、住環境との調和を図りつつ、都市内の貴重な緑地空間、オープンスペースとして保全 

b. 複合型住宅地域 
 ・風致地区においては、必要に応じた調査・検証等を実施し、地域の特性に応じた風致のあり方を検討し、土地利用との調整を図る。 
c. 住工調和型地域 

・⺠間マンション開発等の土地利用転換に際し、緩衝緑地帯を設けるなど市街地環境の向上を図りながら、工場等の周辺環境との調和を誘導し、安
全で魅⼒的な市街地を形成 

③将来の集約型の地域
構造に向けた市街地
更新 

・豊かな水や緑を保全し、ゆとりある土地利用を図るエリアや、水害の危険性を考慮し、高台化など浸水対応を促進するエリアなど、将来に向けて
メリハリをつけた市街地更新を図る 

・地域で抱える、木造住宅密集地域の改善や本区固有の歴史や自然を生かした個性ある街づくりなどの諸課題への対応 

市
街
地
整
備
の
方
針 

①持続可能な街づくり
を実現する市街地の
開発と形成 

a. 質の高い市街地開発の推進 
・一定規模以上の⺠間開発が行われる場合は、歩道と沿道の⺠間敷地との連続的・一体的な空間の創出や、都市のゆとりとなる広場空間の整備を誘

導し、多様な地域活動や交流の場となる空間を形成。 
b. 環境への配慮 

・駅前再開発等において、ゼロエミッションの考え方を取り入れ、環境に配慮した技術の導入を促進するとともに緑を保全・創出 
・都市基盤整備等にあたっては、再生された建設資材を活用、また、適切な点検及び維持補修の実施により⻑寿命化を図る 
・透水性舗装や保水性舗装、雨水貯留・利用施設の整備 

c. エリアマネジメントをはじめとする地域活動の促進 
・コミュニティ道路等のゆとりある道路空間や公園、水辺・水面などの公共空間を活用した「賑わいづくり」、良好な街並み形成や宅地内の緑化等

の「地域のルールづくり」など、地域住⺠等が主体の街づくりにかかる地域活動を促進 
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分野別
方針 方針に基づく施策の概要 

②良好な住宅市街地、
魅⼒ある市街地の形
成 

b. 良好な住環境の整備 
・集合住宅の建設の際には、災害対策やバリアフリー、周辺環境との調和に配慮し、オープンスペースの確保などを誘導 
・良質な集合住宅の確保及び良好な近隣関係を維持向上させた快適な住環境の形成 

d. 魅⼒ある市街地の形成 
・中川、江⼾川などの親水テラスや河川敷、堤防上の空間では、「かわまちづくり支援制度」等を活用し、オープンカフェ等の憩いの場づくりや散

策空間の形成、防災船着場の有効活用など賑わいを創出する地域活動の場としての活用促進 
e. 居心地が良く歩きたくなるまち(ウォーカブルな街) 

・密集市街地等では、防災性・利便性を高める道路環境の改善にあわせて、路地空間を持つ地域らしい風情に配慮した空間を形成 
・荒川、江⼾川、中川、新中川、綾瀬川、大場川は、散策やジョギング、サイクリングを楽しめる空間を創出 
・水路跡等における歩行者・自転車系の道路、商店街等では歩行者の通行を優先する道路、歩車共存道路等の道路では歩行者・自転車優先の人にや

さしい道路とするなど、機能を維持・充実 
・沿道の土地利用の変化に応じた水路跡等の効率的かつ効果的な維持管理を実現するため、機能の改善や見直しを図る 
・商店街や駅周辺など人の集まるエリアについては、モールやコミュニティ道路、街路空間の活用や公開空地の確保、公園整備などにより、都市の

ゆとりとなる広場空間の創出を図る 

交
通
体
系 

整
備
の
方
針 

④安全・快適な歩行・
自転車通行環境の整
備 

a. 歩きやすく、安全・快適な歩行空間の整備 
・街路樹等による緑化、ポケットパークなどの小広場、ひと休みできるベンチの設置など、全ての人が安全・快適に歩行できる道路整備を推進 
・歩道の設置や歩車道の分離、水路跡や河川敷等の活用、公園敷地と連続性のある歩行空間の整備 
・多くの人が集まる広域拠点などでは、道路拡幅や開発敷地内の歩道状空地等との一体性、歩行者中心の通行空間及び都市のゆとりとなる広場空間

の確保 

緑
と
水
辺
の
整
備、

景
観
形
成
の
方
針 

①緑とオープンスペース
の保全・整備の考え方 

a. 緑とオープンスペースの保全・整備にかかる目標 
・自然系土地利用面積について、地域の実情に応じて、公園・運動場等の配置を進めつつ、区面積の 20.4％を維持・保全 
・公園の適正配置による身近な公園の充⾜に努め、都市公園法の目標値である区⺠一人当たりの公園面積 10 ㎡を念頭に、区内全域で区⺠一人当たり

の公園面積５㎡の確保 
・農地等の減少を抑制、公園や街路樹の整備、⺠有地における緑化を促進し、樹木や草地などの緑によって覆われた面積割合(緑被率)を区全体で 20％

確保 
b. グリーンインフラとしての緑とオープンスペース 

・都市全体の気温上昇を抑制するため、水面や緑地等の自然系土地利用面積の維持・保全や緑陰空間の創出 
・ヒートアイランド現象の緩和など熱環境対策上の観点から、市街地開発等の際には事業者等と協働して、建築物の壁面や屋上を利用した緑化を推

進 
・密集市街地における公園整備や緑化を促進し、特に防災性に配慮した新たなオープンスペースの確保を重点的に進める 
・幹線道路等の整備にあたっては、道路幅員を考慮しつつ、夏場における日射の遮蔽や市街地⽕災における延焼防止効果を高める街路樹整備を図る 
・公園などの公共施設からの雨水流出を抑制するとともに、⺠間開発に対して雨水流出抑制の働きかけを実施し、都市型水害を緩和 
・水元などの比較的農地が多く残る地域での、生産緑地制度・特定生産緑地制度の活用や、レクリエーションの場としての農地の利用などを促進し、

緑地を確保し、良好な生活環境を保全 
・良好な都市環境を構築するため、保存樹木・樹林の保全や緑化計画の届出、緑化の支援 
・緑の活用方法や制度を区⺠に分かりやすく伝える周知活動による⺠有地の緑の保全・創出を支援し、市街地内における緑の保全・創出を図る 
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分野別
方針 方針に基づく施策の概要 

②魅⼒ある公園の整備 

a. 公園の適正配置 
・街区公園や近隣公園など区⺠の日常生活に密着した都市公園等は、徒歩圏を考慮した適正な配置を図り、公園等が不⾜する地域では新たな適地の

確保に努める 
・市街地開発等における公開空地の確保や地区計画などによる公園整備など、様々な街づくり手法を活用して、新たなオープンスペースを確保・整

備 
・大規模な土地利用転換などの機会を捉え、一定規模の公園等の確保に努めるとともに、新たな緑の創出を誘導 
・駅周辺など空間が不⾜する地域では土地の有効活用、水害対策等の観点から、街づくり事業や公共公益施設の改修等にあわせた立体都市公園制度

の活用や高架下空間の活用を検討 
b. 特色ある公園の整備 

・歴史的資源を有する地域では、新たな公園緑地の確保に加え、寺社林の保全や修景整備などによる独自の空間演出を図る 
・私学事業団総合運動場の敷地は、都市計画公園として区⺠等の利用に供するとともに、将来的なサッカースタジアムの建設を見据え、整備の方向

性について検討 
・公園・児童遊園の新設整備にあたっては、ユニバーサルデザイン、インクルーシブパークの考え方を取り入れた整備を進めていくとともに、既存

の公園・児童遊園についても計画的に改修を進め、利用者ニーズに応じた特色ある公園の整備を図る 
・公園の整備時にはワークショップを開催するなど、幅広い世代の地域住⺠の意見を取り入れる機会を充実 
・比較的規模の大きな公園における施設整備、改修に際しては、水害対策等の観点から、必要に応じて立体的な公園空間の形成について検討 
・特色ある公園は、周辺の交通環境や住環境に配慮しつつ、利便性向上のため、自動車駐車場の設置や、駅・バス停から公園へ誘導するアプローチ

の向上を検討 
c. 公園等の維持管理 

・公園を含めた周辺の安全点検や危険箇所の改善策の検討など、地域住⺠の主体的な活動支援及び活動内での意見等に基づいた遊具などの再生 
・指定管理者制度や公募設置管理制度(Park-PFI)等の活用、自主管理団体等との連携など、多様な主体による公園などの管理運営について、制度の

充実を図るとともに、区⺠参加のもと、公園でのマナー啓発やルールづくりなどについて検討 
・施設の劣化状況に着目した緊急度を設定し、計画的・予防的な施設の改修、修繕、補修等により⻑寿命化により維持管理費を平準化 

③魅⼒ある川への整備 

a. 水辺空間の充実 
・河川沿いでは、河川や水辺と一体的な空間となる公園等を、水と緑の拠点として位置付け、釣りや日光浴など河川環境を生かした様々なレクリエ

ーション活動の拠点としての機能や、災害時の避難場所や河川を利用した支援物資の集配など防災活動の拠点としての機能の充実を図る 
・河川沿いでは、治水や河川環境との調和に配慮しながら、散策路や親水テラスの整備、中川堤の桜整備などにより、快適かつ楽しく散策できる環

境づくりを進め、河川・水辺のネットワーク化を図る 
・河川空間・水辺については、地域のイベント開催、清掃や植栽管理等への区⺠の参画を促進し、人々が集い、憩う、地域コミュニティの場として

活用 
・特に荒川や江⼾川では、河川敷を生かした賑わいの創出を図るため、木陰による日陰確保など、快適性や利便性の向上に資する施設等の充実を図

る 
b. 水辺環境の改善、生物多様性への配慮 
・公園等の整備にあたっては、地域の自然植生の形成や生物が生息できる環境の創出に配慮 
・ワンドなどの静水域を適正に管理し、多様な植生の回復など、豊かな水辺の自然環境を創出して生物の生息・生育の場を形成 
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分野別
方針 方針に基づく施策の概要 

緑
と
水
辺
の
整
備、

景
観
形
成
の
方
針 

④景観形成の考え方 

a. 水と緑の景観形成 
・川沿いの散策路や親水テラスの整備など河川・水辺のネットワーク形成による親水機能の充実を図り、区⺠が憩い、やすらぎを感じられる景観形

成を図る 
・堤防と一体となった沿川市街地の高台化等にあたっては、高台から川を眺め、景観を楽しめるよう、川への眺望に配慮 

b. シンボル道路などによる景観形成 
・幹線道路では、道路の緑化、無電柱化、沿道における良好な街並みの形成を促進 
・緑豊かなコミュニティ道路や緑道は、地域におけるシンボル道路として修景整備するなど、地域の魅⼒づくりによる活性化を図る 
・曳舟川親水公園沿いは、公園の持つ水と緑豊かな環境と調和する街並み景観の誘導を検討 
・街並み景観を向上させ、快適な生活環境を創造するため、幹線道路やシンボル道路沿道の緑化を促進するとともに、地区計画などの都市計画制度

を活用して、区⺠との協働による緑の空間を創出 
c. 駅周辺や大規模施設等における景観形成 

・広域拠点では、地域の特性に応じて、区の顔にふさわしい魅⼒・活⼒が感じられる景観を形成するため、土地の有効・高度利用とあわせて、低層
部には街に開いた緑地空間等を創出し、周辺の環境に配慮した本区の新しいシンボルやランドマークの形成を図る 

・大規模な土地利用転換を伴う開発や新たに整備・改修する公共施設等については、連続する緑地空間を創出するなど、周辺地域との調和に配慮す
るとともに、地域の活性化を促す魅⼒ある施設づくり、新たな地域のシンボルやランドマークの創出に努める 

e. 住宅地等における良好な街並み景観の誘導 
・⼾建て住宅地の沿道では、生け垣や柵などにより、周辺と調和した街並みを誘導 
・集合住宅地では、住棟とオープンスペースや敷地境界線からの距離の確保などに配慮するとともに、建築物周囲の敷地に植栽を施し、落ち着きの

ある色彩・デザインとするなど周辺環境との調和や圧迫感の軽減に努める 
・住宅と工場が混在する地域では、周辺環境と調和した職住一体の空間を形成するとともに、生産活動が身近に感じられる個性ある街並みを誘導 
・風致地区では、地区内の土地所有者等に向けて、風致地区制度の目的や歴史、その効果などについて分かりやすく周知し、自然的・歴史的・郷土

的特色を後世に伝えるため、緑地や水面等の良好な自然環境に調和した都市環境の保全を図るとともに、必要に応じて、調査・検証等を実施し、
他の都市計画制度との整合を図りつつ、地域の特性に応じた風致のあり方を検討 

復
興
ま
ち
づ
く
り

の
方
針 

①復興まちづくりの目
標・基本方針 

a. 復興まちづくりの考え方 
・「壊れない」「燃えない」「燃え広がらない」都市への復興、浸水にも対応できる住宅への復興を行うとともに、安全で快適な道路ネットワーク

の構築や防災機能も有する公園整備によるゆとりある都市空間の創出など、安全で良好な居住空間・居住環境を備えた市街地を創造 
・河川沿いの市街地では、緩傾斜堤防や堤防と一体となった沿川市街地の高台化等の整備を検討するなど、親水性の確保及び水辺の環境と調和した

潤いのある市街地の形成を図る 
・地域の被災や基盤整備の状況を踏まえ、未整備の都市計画道路や構想道路、駅前広場、公園等の都市基盤の整備について、区⺠と協働して検討 
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④第３次葛飾区環境基本計画（令和４年３月） 
・葛飾区基本構想に示された将来像を環境面から補完する位置付けにあり、環境に係

る施策を中⻑期的な展望で総合的・計画的に推進するために策定。 
 

表 第３次葛飾区環境基本計画の関連施策 
 基本施策 施策の内容 

基
本
目
標
４ 

多
様
な
生
き
も
の
と
の
共
生 

基本施策
10 

生物多様性
の保全 

取組 10-① 貴重な自然環境の保全・再生 
・今なお残っている自然環境を適切に維持することで、多様な生きもの

が生息・生育する生態系を守ります。 
取組 10-② 在来種の保護 

・区内で見られる在来種の保護に⼒を入れるとともに、特定外来生物の
対応・駆除などに取り組みます。 

取組 10-③ 生物多様性に関する情報収集・普及啓発  
・生きものの生息・生育に関する情報を収集して整理・分析・公表を行

うことで、生物多様性の保全や生態系の再生・創出に役立てます。ま
た、収集した情報を区⺠、地域団体、事業者などに分かりやすく伝え、
生物多様性に対する意識を高められるよう啓発します。 

取組 10-④ 自然環境を守り、育てる担い手の育成 
・自然と触れ合いながら、自然環境の大切さを学べる環境を整えること

で、区の自然環境を守り、育てる担い手を育成します。 

基本施策
11 

水と緑の空
間の創出 

取組 11-① 水や緑に親しめる公園・水辺の整備  
・身近なオープンスペースとして公園を整備・保全することで、人々が

気軽に集い、憩い、心を通わせながら活動できるようにします。また、
水辺の積極的な活用を図るとともに、河川と一体となった公園の整備
を推進していきます。 

取組 11-② 緑と花のまちづくりの推進 
・地域の緑化活動への支援や緑化への各種補助金制度などにより緑化

を推進し、緑と花でいっぱいの美しい都市環境をつくります。 

⑤浸水対応型市街地構想（令和元年６月） 
・今後⾼まる水害リスクに、地域力の向上や市街地構造の改善によって対応していく

とともに、親水性の⾼い水辺の街を形成していくことを目指し、浸水対応型市街地
づくりについて検討し、策定。 

 
＜基本理念と理念実現のための視点＞ 

〇コミュニティの共感・協力を育む災害対応力の⾼い水辺の街 
・河川空間と一体となった親水空間の形成 
・親水空間を核とした地域コミュニティを支える祭りや交流の促進 
・河川空間での舟運利用が可能な船着き場の整備 
・ボートを活用した交流・防災訓練の促進 
〇建築・土木が融合した防災インフラに支えられる水辺の街 
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・河川堤防に連絡できる沿川の「浸水対応型拠点⾼台」の確保・整備 
・防災インフラとしても機能する浸水対応型拠点建築物の段階的な整備・誘導 
・平常時は河川親水空間へのアクセスとなる親水安全動線の形成 
〇新たな技術を活用した多世代が活躍する水辺の街 
・自転車・徒歩等、多様な交通手段で移動でき、発災時には、災害時避難行動要

支援者の移動が行いやすい親水安全動線の形成 
・生態系（植物・動物）のネットワークも考慮した水辺・緑地空間の連携 

   出典：浸水対応型市街地構想 

⑥葛飾区公共施設等経営基本方針（令和５年３月改定） 
・公共施設等の効果的・効率的な活用を図り、将来世代に良好かつ適正に引き継いで

いくことができるよう、職員一人ひとりが意識を向上させ、適切にマネジメントを
していくための公共施設等の経営に関する基本的な方針を定めるものとして策定。 

 
＜公共施設等の経営の基本的な方針（インフラ系公共施設）＞ 

・「葛飾区道路管理計画」や「葛飾区橋梁⻑寿命化修繕計画（更新）」、「葛飾
区公園･河川等総合管理計画」に基づき、予防保全型管理を基本とした計画的
な修繕・改修を行い、施設の⻑寿命化を図ります。  

・日常的・定期的な点検と適切な維持管理を進め、安全を確保します。また、再
開発などの機会を捉えた道路・公園・広場等の総合的な整備により、災害に
強い、安全で快適な市街地の形成を目指します。 

・「都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン【改訂第２版】」（令和 4 年 3 月 
国土交通省）を踏まえ、バリアフリー化の更なる推進に取り組みます。 

・「葛飾区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」（令和 4 年 3 月）に基づ
き、街路灯のＬＥＤ化、公園照明のＬＥＤ化などの取組を推進します。  

 
＜施設類型ごとの現状･課題と今後の取組について（公園施設）＞ 

・「葛飾区公園施設⻑寿命化計画（平成 25 年 3 月）」や「葛飾区公園・河川等
総合管理計画（令和元年 8 月）」などを踏まえて、公園・児童遊園等の適切
な維持管理及び修繕を継続して行い、施設の⻑寿命化を図るとともに、施設
のあり方についても検討していきます。 

・公園の整備については、当面は区⺠一人あたりの公園面積 5.0 ㎡を目指すこ
とに留意しつつ、まちづくり事業などと連携して、区⺠が気軽に歩いていけ
る公園や、地域の防災活動拠点となる公園の整備を推進していきます。 

・健全な公園利用を維持できるよう、必要な改修を計画的に進めるとともに、
緑の機能と効用を増進させながら、樹木の伐採や小型樹種への植替えなどの
対策を検討します。 

・公園の管理運営については、地域の団体等が、公園の清掃や点検・監視・花壇
の管理運営等を担えるよう、制度の見直しに取り組みます。 

出典：葛飾区公共施設等経営基本方針 
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⑦葛飾区公園・河川等総合管理計画（令和元年８月） 
・公園、児童遊園、河川、船着場、排水場などを対象に、施設管理の現状と課題を踏ま

え、今後、施設の日常管理を適正に行いつつ、適切かつ計画的な施設の改修、修繕、
補修等による⻑寿命化をどのように図っていくかを示し、維持管理費を平準化する
ための計画として策定。 
＜管理方針（総論）＞ 

・平成 30 年度に開園又は改修後 40 年を経過する公園は 83 園（都市公園・条
例設置公園 13 園、児童遊園 70 園）。これらの公園を改修の優先対象とする。 

・開園が平成 14 年度以前で平成 14 年度以降に改修を行っていない公園（都市
公園・条例設置公園 78 園、児童遊園 156 園）はバリアフリー対策等の改善を
行う必要があるため、改修時期を迎えている公園と併せて改修を優先的に行
うことを検討する。 

・老木や大径木化した樹木は、倒木や枝折れなどによる危険を回避するため、
伐採や小型の樹種に植替えるなどを検討し、安全性を確保する。密植や樹木
の生育による繁茂が原因で見通しが悪い公園は、防犯のため間引きや剪定に
より適切な視界を確保する。なお、公園全体の緑被は維持して緑の機能や効
用の増進を図る。 

出典：葛飾区公園・河川等総合管理計画 

⑧葛飾区街路樹管理計画（平成 30 年 7 月） 
・区⺠の快適な生活環境を支え、様々な緑の効用を提供する葛飾区の街路樹について、

目指すべき将来の姿を実現するための管理方針や取組を示すことを目的に策定。 
 

＜基本理念＞ 
葛飾の魅力と快適な生活環境を支える緑の道づくり 

 
＜基本理念の背景＞ 

・道路植栽の中⻑期的な視点に立った適切な管理による道路の安全性・快適性
の維持 

・環境やまちづくりの観点から道路植栽の機能や質を⾼めることによる地域の
魅力や価値の向上が必要 

 
＜維持管理の目標＞ 

安心・安全な緑づくり 
・道路植栽の点検・診断及び適正な処置による安全で、安心な道路環境の維持 
・維持管理データの蓄積・活用 
いきいきと生育する緑づくり 
・生育段階に応じた適切な生⻑管理・年間管理の実施 
・樹木が健全に生育できるように、持続的な維持管理の実施 
まちの魅力を⾼める緑づくり 
・緑の機能・効果が発揮できる道路植栽に改善し、まちの魅力を向上 

 出典：葛飾区街路樹管理計画 
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２ 葛飾区の概況  

２ -１ 社会的条件  

（１）区の位置・地勢  

 
 葛飾区の位置             葛飾区とその周辺 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
   明治時代に編成された旧７カ町村を構成した江⼾時代の村 

出典：葛飾区史 
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（２）人口・世帯数  
 

 
 葛飾区の人口・世帯数の推移 

出典：葛飾区の世帯と人口（各年４月１日現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 年齢３区分別人口の推移 
出典：葛飾区の世帯と人口（各年４月１日現在）を基に作成 
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 葛飾区の年齢３区分別人口構成比の推移 

出典：葛飾区の世帯と人口（各年４月１日現在）を基に作成 

 

 
 年齢３区分別人口構成比の比較 

出典：総務省統計局 人口推計（2024 年（令和 6 年）1 月 1 日現在（確定値）） 
東京都 住⺠基本台帳による東京都の世帯と人口（令和 6 年 1 月 1 日現在） 
葛飾区の世帯と人口（令和 6 年 1 月１日現在）        を基に作成 
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（３）将来人口  
 

 
 2060 年までの将来人口の推移 

出典：2024 年は、葛飾区の世帯と人口（４月１日）による     
葛飾区基本計画「2060 年までの葛飾区将来人口」を基に作成 
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（４）土地利用  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

土地利用の割合 
出典：葛飾区都市計画マスタープランを基に作成 

 

 
 土地利用現況 

出典：葛飾区の土地利用を基に作成 

都市的土地利用

87.5%
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土地利用

12.4%
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0.10%
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（５）道路・交通  

 

道路網の骨格 
水⼾街道（国道６号）、蔵前橋通り、環七通り、奥⼾街道、 
平和橋通り、柴又街道、岩槻街道等の主要幹線道路 

鉄道網 
ＪＲ常磐線、ＪＲ総武線、京成本線、京成押上線、京成金町線、
北総線の６路線・12 駅 

バス路線 南北方向を基本に約 60 路線 

 

 葛飾区の交通網  
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（６）災害リスク  

①水害 
・荒川、中川、江⼾川といった大きな河川に囲まれた低地にあり､区の半分近くが東

京湾の海面より低いゼロメートル地帯となっているため、集中豪雨や局地的大雨
による内水氾濫、河川水位の上昇・氾濫、⾼潮など、様々な要因による浸水被害が
発生しやすい地域。 

 

 

 東京の低地帯分布状況 
出典：葛飾区史 
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②地震 
・葛飾区は、戦後復興期から⾼度経済成⻑期において、都市基盤が⼗分整備されな

いまま市街化・⾼密度化が進行・形成された木造住宅密集地域や、地下水位が⾼
く、砂を多く含んだ比較的ゆるい地盤が液状化する可能性の⾼い地域が存在。 

・東京都による地震に関する地域危険度測定調査では、５段階評価で危険度が⾼い
ランク４、５を含む地域が多く残っており、特に古い木造住宅が密集している荒
川沿いの地域は、建物倒壊危険度、火災危険度ともに⾼い状況。 

 

 
 地震に関する地域危険度 

出典：東京都 地震に関する地域危険度測定調査（第９回） 
  

■総合危険度 
■建物倒壊危険度 

■火災危険度 
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（７）まちづくり事業（地区計画）  

 
葛飾区地区内計画一覧 

出典：葛飾区 HP 地区計画の概要 
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２ -２ 自然的条件  

（１）気温・降水量  

 
「東京」の月別の気温・降水量の平年値 

出典：気象庁 東京（東京都) 平年値（年・月ごとの値）を加工して作成 

※平年値：⻄暦年の１の位が１の年から 30 年後の一の位が０で終わる年まで、30 年間分の気象データ
について算出した平均値のこと。平年値は 10 年ごと、⻄暦年の 1 の位が 1 の年に新しいも
のに更新され、2021 年から 2030 年まで用いる「平年値」は 1991 年から 2020 年までの平
均値となる。 

 

 
葛飾区の月別の気温・降水量 

出典：葛飾区の天気 を加工して作成 
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（２）地形  

 
 葛飾区の標高 

出典：国土地理院 デジタル標⾼地形を基に作成 
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（３）河川・水路   
一級河川   31,170ｍ 
準用河川   3,600ｍ 
公共溝渠   116,574ｍ 

  開渠 8,809ｍ 
  暗渠 22,193ｍ 
  その他 85,572ｍ 

 

 

（４）動植物  
◇平成 22（2010）、23（2011）年度に実施した「生物多様性保全状況調査」で確認さ

れた種数 460 科 2,000 種 
◇環境省または東京都のいずれかのレッドリスト（絶滅が心配される生きもののリス

ト）に掲載されている希少な生きもの 137 種 
 

 
 葛飾区でみられる希少な生きもの 

出典：生物多様性かつしか戦略 
  

出典：葛飾区統計書 



37 

３ 水と緑の現状  

３ -１ 葛飾区の緑と水の成り立ち  
＜古代〜中世＞ 
◇葛飾区は、東の下総台地と⻄の武蔵野台地に挟まれた東京低地に位置し、河川がもた

らす土砂によって、弥生時代の終わり頃には、⻘⼾・柴又の一部分が陸化したと推定。 
◇古墳時代には、河川が氾濫することによって、河道に沿って土砂の堆積が繰り返され

形成された微⾼地（自然堤防）を拠点に、集落を形成。 
◇奈良時代には、甲和里（こうわり）・仲村里（なかむらり）・嶋俣里（しばまたり）と

いう集落が存在。 
◇室町時代から安土・桃⼭時代にかけては、⻘⼾に築かれた葛⻄城を拠点に一帯が支配

されたが、小田原北条⽒の滅亡を機に、葛⻄城の役目も終焉。 
 
＜江⼾時代＞ 
◇中川や江⼾川など多くの川の豊富な水を使って、江⼾時代に畑や水田で農作物をつく

る農村地帯として発展、葛⻄用水、現在は都立水元公園の一部となっている小合溜井
を水源とする上下之割用水をはじめ、農地に水を供給する用水路を整備。 

◇湖沼が多かったことから、鷹狩りに適する土地として知られており、幕府将軍もしば
しば葛飾を訪れたほか、江⼾に住む庶⺠にとっても保養地として人気があり、柴又帝
釈天、浄光寺（木下川薬師）、堀切菖蒲園などに多くの人々が来訪。 

 
＜明治時代＞ 
◇洪水を防ぐために、明治時代に荒川放水路が計画され、昭和５（1930）年に完成。 
◇荒川放水路の整備に際して、1,300 世帯の住宅をはじめ、鉄道、神社、寺院が移転。浄

光寺（木下川薬師）も現在の場所に移転。 
 
＜大正時代＞ 
◇大正 12 年に発生した関東大震災の後、葛飾の人口は急激に増加。 
◇第一次世界大戦後の好景気を背景に、水運に恵まれていた葛飾に工場が進出。 
◇地下水が少ない地域であったことから、人口増加や工場の進出による井⼾水の大量消

費によって水不足が発生、これを解消するため金町浄水場を整備。 
 
＜昭和時代＞ 
◇荒川放水路の整備により洪水は少なくなったもの、依然、洪水被害が発生していたた

め、昭和 13（1938）年に中川放水路（現在の新中川）が計画、工事が開始された。戦
争により、工事は一時中断されたが、昭和 22（1947）年のカスリーン台風による大雨
で洪水の被害が出たことなどから工事を再開し、昭和 38（1963）年に完成。 

◇この間、⾼度経済成⻑期の人口増加などを背景に農地の宅地化が進展、⻘⼾や金町な
どに公団住宅も整備。 
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◇産業化、人口増加により悪化した環境を改善するために進んだ下水道整備に伴い、役
目を終えた用水路が埋め立てられ、その一部を親水公園や緑道・コミュニティ道路と
して継承。 

◇「東京緑地計画」に基づき緑地帯として指定されていた水元公園一帯が、昭和 31 年に
都立公園として整備されることとなり、昭和 40 年に都立水元公園が開園。その一方で、
水元公園内にあった畑地を失ったことをきっかけに農業をやめ、駐車場やアパート経
営を行う農家も少なくなかったことから、この地域では昭和 40 年代には宅地が増加。 

 
＜平成〜現在＞ 
◇平成に入り、企業が地方や海外へ工場を移転・統合する動きが進み、区内の工場跡地

に、大学、商業施設などを整備するまちづくりが区内各所で展開される中、公園整備
も行われ、東立石緑地公園、葛飾にいじゅくみらい公園、⻄新小岩五丁目公園（愛称：
モンチッチ公園）などの公園を工場跡地に整備。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
曳舟川（葛⻄用水）の面影を残す曳舟川親水公園     葛飾にいじゅくみらい公園 
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３ -２ 葛飾区の緑と水の分布  

（１）緑被率と緑被の内訳  

 
緑被状況と緑被の内訳 

出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 

 
緑被率及び内訳の割合の変化 

 
 
 
 

出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 
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緑被地等の分布 

出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 
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地区別の緑被率と緑被面積の内訳 

出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

都内 23 区の緑被率 
出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書、各区が公表している報告書を基に作成 
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（２）みどり率  
 

 

公園を除く 
緑被地の面積 

（ha） 

樹木被覆地 292.02 
草地 164.75 
農地 36.57 

屋上緑化 3.10 
公園を除く水面の面積（ha） 294.02 

公園面積（ha） 201.53 
合計面積（ha） 991.99 
区面積（ha） 3480 

みどり率（%） 28.5 
出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都内 23 区のみどり率 
 

出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書、各区が公表している報告書を基に作成 
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（３）緑の増減要因  
 

＜「葛飾区緑被率・みどり率調査報告書」（令和４（2022）年３月）に挙げられた
緑被地（特に樹木被覆地）の増加要因＞ 
  緑被地の抽出規模（精度）の向上（平成 20 年調査９㎡→平成 30 年調査 1 ㎡） 
  樹木の生⻑による樹冠の拡大 
  公園の新規開設 
  堤外地の植生変化（草地・裸地→樹木被覆地） 

 
 
＜緑被率の増減率が100％を超えた（緑被地が２倍以上に増加した）町丁目と推定される要因＞ 
 

町丁目 

平成 30 年調査 平成 20 年調査からの推移 

推定される要因 緑被 
（㎡） 

緑被率
（%） 

緑被の 
増減（㎡） 

内訳で最も 
増加した緑被

（㎡） 

堀切六丁目 24,152 14.2 13,408 樹木被覆地  9,600 

抽出規模向上また
は樹冠の生⻑ 
南綾瀬小学校校庭
芝生化（H23） 

堀切七丁目 19,777 11.6 11,276 樹木被覆地11,324 

抽出規模向上また
は樹冠の生⻑ 

東堀切一丁目 15,798 12.2 7,965 樹木被覆地  5,656 
小菅二丁目 22,022 11.0 13,036 樹木被覆地11,797 
お花茶屋二丁目 10,725 11.9 6,725 樹木被覆地  6,305 
東新小岩五丁目 8,317 5.9 4,648 樹木被覆地  4,826 
奥⼾四丁目 15,792 6.6 8,222 樹木被覆地  6,980 
高砂八丁目 10,392 8.7 5,280 樹木被覆地  4,253 

新宿六丁目 165,205 40.3 125,088 草地 81,464 
工場跡地の土地利
用再編、にいじゅ
くみらい公園整備 

 出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 
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＜樹木被覆地が１ha（10,000 ㎡）以上減少した町丁目と推定される要因＞ 

 

町丁目 

平成 30 年調査 平成 20 年調査からの推移 

推定される要因 緑被（㎡） 緑被率
（%） 

緑被の 
増減（㎡） 

樹木被覆地
面積の推移

（㎡） 

高砂四丁目 67,265 48.0 16,508 ▲22,326 公営住宅の建替え
に伴う草地化 

水元一丁目 43,742 14.6 ▲7,898 ▲12,075 
水元スポーツセン
ター公園再整備に
よる植生変化 

⻲有二丁目 45,522 13.8 ▲7,030 ▲10,729 集合住宅の整備な
どの土地利用変化 

出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 
 

  
＜草地が１ha（10,000 ㎡）以上減少した町丁目と推定される要因＞ 

 

町丁目 
平成 30 年調査 平成 20 年調査からの推移 

推定される要因 緑被（㎡） 緑被率
（%） 

緑被の 
増減（㎡） 

草地面積の
推移（㎡） 

水元公園 697,929 70.5 ▲59,250 ▲75,995 公園の追加開園に
よる土地利用変化 

東新小岩一丁目 24,112 10.5 ▲16,731 ▲29,063 操車場跡地の土地
利用変化 

小菅一丁目 219,545 32.3 ▲596 ▲21,665 

堤外地の植生変化 

金町浄水場 92,688 25.7 ▲18,659 ▲17,593 
⻄新小岩三丁目 87,456 16.5 24,374 ▲15,924 
柴又五丁目 145,577 45.5 6,813 ▲14,661 
堀切一丁目 99,308 20.7 10,598 ▲14,344 
東金町七丁目 142,733 35.7 ▲2,316 ▲13,215 

⻘⼾七丁目 45,487 15.7 ▲8,596 ▲12,135 

比較的規模が大き
い集合住宅の建設
などの土地利用変
化 

柴又六丁目 87,375 33.6 ▲1,186 ▲10,783 堤外地の植生変化 柴又七丁目 74,305 33.8 ▲8,101 ▲11,343 
出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 
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３ -３ 公園  

 
公園面積、区⺠一人当たり公園面積の推移 

出典：葛飾区の世帯と人口（各年４月１日現在）、葛飾区公園課資料を基に作成 
 

表 区内の都市公園等の整備状況（内訳） 

種別 
平成 10（1998）年 令和６（2024）年 

か所 面積(ha) か所 面積(ha) 

都市公園 
都市公園（都立） 1 71.50 1 96.68 

都市公園（区立） 101 54.30 155 92.58 
児童遊園 177 10.30 158 8.56 

条例設置公園 3 5.40 3 6.21 

合計 282 141.50 317 204.03 
※各年 4 月 1 日現在  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開園からの経過年数ごとの公園等（区立）箇所数 
葛飾区公園課資料を基に作成 
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公園等の分布 

出典：葛飾区公園課資料を基に作成 
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３ -４ 道路の緑  

 
区道の道路植栽 

出典：葛飾区資料を基に作成 
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３ -５ 緑の保全  

（１）保存樹木・保存樹林  
 

 
保存樹木数・保存樹林箇所数の推移 

出典：葛飾区環境課資料を基に作成 
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（２）都市農地  

 
農地面積・農家数の推移 

葛飾区 HP、葛飾区産業経済課資料を基に作成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

農地の分布  
葛飾区の土地利用を基に作成 
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区⺠農園・農業体験農園等の分布 

出典：区ＨＰ 区⺠農園所在地（令和 6 年 8 月 30 日現在）、農業体験農園一覧を基に作成 
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（３）風致地区  
◇「江⼾川風致地区」として、水元公園、江⼾川及びその周辺の約 323.3ha を風致地

区に指定 
表 風致地区内の緑被等 

 風致地区内 水元公園を除いた区域 
 項目 面積（ha） 内訳（%） 面積（ha） 内訳（%） 

緑被 

樹木被覆地 82.04 25.4 31.07 13.7 
草地 68.15 21.1 43.20 19.1 
農地 5.04 1.6 5.04 2.2 

屋上緑化 0.13 0.04 0.13 0.06 
小計  155.35 48.1 79.44 35.1 

オープン 
スペース 

裸地 20.18 6.2 2.29 1.0 
水面 51.18 15.8 48.78 21.5 
小計 71.36 22.1 51.07 22.5 

合計 226.72 70.1 130.51 57.6 
区域面積 323.30 100.0 226.62 100.0 

※集計値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。 
出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書の緑被地データを基に作成 

 
風致地区内の緑被地分布 

出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 

 
区全体と風致地区内の緑被の比較 

出典：葛飾区緑被率・みどり率調査報告書を基に作成 
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＜地区内の特徴的な箇所＞ 
 
■比較的敷地面積の大きい宅地が中心の地点の例 

（撮影位置①東水元四丁目）      （撮影位置②東水元六丁目） 

   
 

■塀で囲まれた住宅が多い地点の例    ■敷地面積の小さい分譲住宅の例 
 （撮影位置③ 東金町六丁目）       （撮影位置④ 東金町七丁目） 

  
 

■緑・オープンスペースの確保により、ゆとりの感じられる分譲宅地の例 
（撮影位置⑤柴又七丁目）       （撮影位置⑥東水元二丁目） 
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各写真の撮影位置 
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３ -６ 緑化  

（１）緑化計画  

 
緑化計画の届出件数、面積の推移 

葛飾区環境課資料を基に作成 
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３ -７ 水辺の保全と活用  

（１）水辺の保全  

➀自然保護区域（２か所） 
 
≪大場川中州自然保護区域≫ 

・ヨシ・オギ・ガマ等を主とした河川敷本来の
植生が繁茂した自然植生群落が形成された
保護区域。 

・野鳥の採餌、休息、越冬の場所や営巣地とし
て貴重な役割を果たしており、カワセミ、ア
ベハゼ等の東京都レッドリストの記載種を
確認 

 
出典：葛飾区資料 

≪水元さくら堤自然保護区域≫ 
・古くから自生する野草の保全を目的とした保護区

域。 
・過去に桜土手の改修工事の影響で野草などの自生地

が消滅しそうになった際、区⺠からの保護要請をき
っかけとして昔のまま保全することが決まり、以降
区で保護事業を実施 

・自然環境の回復とともに野草の数も徐々に増え、関
東地方では珍しいフジバカマの自生地として、江⼾
時代に築かれた桜土手の面影を残す、文化的にも貴
重な場所。 

出典：葛飾区資料 

  

大場川中州 

水元さくら堤に 
自生するフジバカマ 



56 

②自然再生区域（６か所） 
≪古隅田川自然再生区域≫ 

・古隅田川は、多くの水生植物が確認され、都
市の中を流れる川としては水質が良いことな
どを指摘する手紙が区に寄せられたことをき
っかけに、コンクリートで周りを固めた親水
水路にする計画から自然環境を取り込んだ計
画へと変更し、整備。 

 
出典：葛飾区資料 

≪曳舟川自然再生区域≫（３地区） 
・曳舟川は、四つ木地区、⻲有・⽩鳥・お花茶屋

地区、宝町・四つ木五丁目地区の順に 3 期に
わたって指定をした自然再生区域。 

・水田や土で築いた小川や現地の自然に適した
植物を植え、かつて生息していた動植物が生
息できるよう整備。 

 
出典：葛飾区資料 

≪葛飾あらかわ水辺公園自然再生区域≫ 
・葛飾あらかわ水辺公園は「生きものとふれあ

える公園」をテーマに、荒川河川敷に大規模
なワンドと、広大な池と水路を設け、水辺の
植物や小動物が生息できる環境を創出し、荒
川に自生する貴重な植物を保全し、自然生態
系の観察や環境学習の場として活用できるよ
う整備。 

出典：葛飾区資料 
≪⻄水元水辺の公園自然再生区域≫ 

・⻄水元水辺の公園は、中川の自然景観や地理
的特性を活かし、「水辺にふれあう中川の新
名所づくり」をテーマに、世代間の交流が図
れ、楽しむことのできる⻄水元地区の基幹公
園として、国土交通省による親水性護岸整備
に合わせて区が整備。 

 
出典：葛飾区資料 

 
 
 

古隅田川 

四つ木めだかの小道 

葛飾あらかわ水辺公園 

⻄水元水辺の公園 
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（２）水辺の活用  

①船着場 

 
船着場の位置 

 
平常時は、舟運や観光を目的とした水上バスや屋形船などの発着場として、災害時は、被災直後の傷病人の

医療機関への搬送などの緊急経路、応急対策期の水・食料や医療物資等の物資輸送経路、復旧期の帰宅困難者
の帰宅支援等の移動経路としての役割を担う 
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②葛飾中川かわまちづくりの主な施策 
 

表 主な施策 
 ハード施策 ソフト施策 
国土交通省 ・水辺の散策路となる管理用

通路（テラス）、坂路、階
段等の河川管理施設の整
備 

・「都市・地域再生等利用区域
※」の指定を支援 

葛飾区 ・賑わい拠点でのデッキ整備 
・ベンチ、照明、案内板、船

着場の設置 
・河川空間までの動線整備 

        等 

・シェアサイクルの推進 
・キャラクターの活用 

等 

葛飾区、中川
か わ ま ち づ
く り 協 議 会
（ 地 域 住 ⺠
及 び ⺠ 間 事
業者） 

 ・産官学・官⺠連携によるま
ちづくり 

・イベントの河川空間への誘
導・実施 

・防災訓練 
・キッチンカーやオープンカ

フェの営業 
・舟運事業、水上イベント等

の実施、 
・河川環境美化（花いっぱい

運動、クリーン作戦など）
の活動       等 

 
※都市・地域再生等利用区域 
 一般的に、河川の占用は公共性の⾼い利用に限られているが、市町村等の要望を受け、河川管理者が

河川敷地を「都市・地域再生等利用区域」に指定することで、⺠間事業者がイベントやオープンカ 
フェ、キャンプ場などの営利活動を常時行うことが可能となる。 

 
出典：葛飾区 HP 葛飾中川かわまちづくり計画について 
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３ -８ 区⺠の活動  

（１）花いっぱいのまちづくり活動の活動場所  
 

 
 

出典：花いっぱいのまちづくりリーフレット 
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（２）グリーンバンク登録制度  

 
グリーンバンク（緑の銀行）の引き取り本数・提供本数 

葛飾区環境課資料を基に作成 

（３）公園等の自主管理  
◇区と協定を結び、地域で公園・児童遊園の清掃や除草などの作業をするとともに園

内の利用者を見守る制度。 
◇令和６（2024）年 4 月 1 日現在、約 60 の公園等で実施。 
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参考「葛飾区の現況」令和６年度版より抜粋  
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